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 一般社団法人日本環境教育学会代議員選挙管理規約（以下、「規約」という）の代議員の選挙

を下記要領により行うので、ここに告示する。 

 

記 

 

一般社団法人日本環境教育学会代議員選挙要領 

 

１．選挙すべき役員の名称ならびに人数、任期（規約第 6 条） 

 名称と人数：代議員（全国区 15 名・地方区 15 名）計 30 名 

※地方区の代議員の人数は「規約別表」で定める。（本告示の末尾に再掲） 

任期：2017 年 3 月の臨時社員総会から選任の 2 年後に実施される代議員選挙により新たな 

   代議員が選出される時まで（規約附則 2） 

 

２．選挙権を有する者（規約第 7 条） 

 規約第 7 条に規定されている正会員（別添の選挙権者及び被選挙権者の名簿の通り） 

 

３．被選挙権を有する者（規約第 7 条並びに第 23 条） 

 規定第 7 条に規定されている正会員（但し、選挙管理委員を除く）（別添の名簿の通り） 

 

４．選挙日程 

 規約第 3 条にもとづき、選挙日程をつぎのように定める。 

 １）告示日 2016 年 12 月 14 日 

 ２）立候補または候補者推薦の届けの受付締切日  2017 年 1 月 10 日(火)（必着） 

 ３）投票用紙、候補者氏名一覧、自薦文、推薦文、推薦人名簿の発送日  

2017 年 1 月 19 日(木) 

 ４）投票締切日  2017 年 2 月 21 日（火）（必着） 

 ５）開票日    2017 年 2 月 25 日（土） 

 ６）当選人確定日 2017 年 2 月 27 日（月） 

 ７）開票結果と当選人確定の公表予定日 2017 年 2 月 28 日（火）本学会ウェブサイトにて 

５．立候補届（自ら候補者になろうとする者の届け出） 

 規約第 22 条 1 項に基づいて、被選挙権を有する正会員のうち代議員の候補者になろうとする



者は、選挙の告示があった日から候補者の受付締切日（必着）までに、立候補届（様式１：氏

名、連絡先、会員番号、地方区・全国区の区分、候補者による自薦文、選挙権を有する推薦人

2 名以上 5 名以内の氏名、推薦人による推薦文を記入）を選挙管理委員長（学会事務局気付）

に郵送により届け出る。 

 

６．候補者推薦届（他人を候補者として推薦しようとする者の届け出） 

規約第 22 条 2 項に基づいて、選挙権を有する者が被選挙権を有する他人を代議員の候補者

としようとするときは、自ら候補者になろうとする者でない場合に限り、本人の承諾を得て、

候補者推薦届（様式２：選挙権を有する推薦人 2 名以上 5 名以内の氏名、候補者にしようと

する者の氏名、会員番号、地方区・全国区の区分、推薦人による推薦文、候補者による自薦

文を記入）を選挙管理委員長（学会事務局気付）に郵送により届け出る。 

※立候補届及び候補者推薦届の様式１・２は、学会ウェブサイトよりダウンロードすることがで

きる 

※第 22 条 4 項に基づき、上記５・６の届け出において、同一人が複数の候補者の推薦人になる

ことはできない 

７．候補者の確定 

  選挙管理委員会は、立候補届及び候補者推薦届の可否を判断し、その結果を投票用紙送付日

までに届出た者に通知する。選挙管理委員会において候補者としての条件を満たしていないと

判断された者で、承服できない場合には選挙管理委員長（学会事務局気付）に不服申立てする

ことができる。 

 

８．この選挙についての問い合わせ先 

一般社団法人日本環境教育学会事務局 

〒166-8532 東京都杉並区和田 3-30-22 大学生協学会支援センター内 

TEL03-5307-1175 FAX03-5307-1196 E-mail: jsee@univcoop.or.jp 

９．立候補届・候補者推薦の届先 

一般社団法人日本環境教育学会事務局（同上） 

 

1０.その他 

  投票用紙など投票の仕方、開票の場所ならびに開始時刻、当選人への通知方法、開票結果の

告示日等については、2017 年 1 月 19 日の投票用紙の送付とともに「投票等についての告示」

で通知する。 

 

規約別表 

北海道地区（北海道）：１人 

東北地区（青森県・秋田県・岩手県・山形県・宮城県・福島県）：１人 

関東・甲信越地区（新潟県・群馬県・栃木県・茨城県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・長

野県・山梨県）：４人 

中部地区（富山県・石川県・福井県・静岡県・愛知県・岐阜県・三重県）：２人 

関西地区（滋賀県・京都府・兵庫県・大阪府・奈良県・和歌山県）：３人 

中国・四国地区（鳥取県・岡山県・島根県・広島県・山口県・香川県・愛媛県・徳島県・高知

県）：２人 

九州・沖縄地区(福岡県・大分県・佐賀県・長崎県・熊本県・宮崎県・鹿児島県・沖縄県）：２人 


